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ジニーメイとの連携 ー 第1回及び第2回日米住宅金融円卓会議

ジニーメイは、米国のHUD（U.S. Department of Housing and Urban Development:住宅都市開発省）の管轄下に

あり、1968年に設立された連邦政府機関で、機構が実施している証券化支援事業（保証型）のモデルとなった組織です。以下

の会議等を通じて、住宅ローン証券化市場等に関して知見を共有しています。

【於米国ワシントンD.C.】【第1回日米住宅金融円卓会議】

2015年８月、第1回日米住宅金融円卓会議を米国ワシントンD.C.において開催しました。

この会議は2014年１月に両機関で締結した覚書（MOU：Memorandum of 

Understanding）に基づく初めての会議であり、両国の住宅金融関連分野における更なる連携を深め

る機会となりました。

会議には、米国のHUD次官補（Assistant Secretary）をはじめ、連邦政府機関、金融機関、大

学などから約100名が参加し、日米の住宅市場及び住宅金融市場についてプレゼンテーションやパネル

ディスカッションなどが行われました。

2016年10月、東京都内において、第2回日米住宅金融円卓会議を開催しました。

この会議は、MOUに基づき日本で開催する初めての会議となりました。

会議では、冒頭にご来賓を代表して国土交通大臣政務官がご挨拶されたほか、ジニーメイ総裁をはじ

め、金融機関、研究機関、大学関係者等から日米の資本市場・MBS市場の動向、リバース・モーゲー

ジの現状及び住宅市場動向等についての発表が行われ、約100名の参加があり、活発な意見交換が

行われました。

【第2回日米住宅金融円卓会議】 【於東京都内】
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ジニーメイとの連携 ー 第3回日米住宅金融円卓会議他

2021年6月、MOUに基づき開催された第3回日米住宅金融円卓会議にオンラインで参加しました。

パンデミックによる渡航制限が発令される以前は、日米高齢者居住共同研究会やジニーメイサミットに機構も参加して、ジニーメイ

と情報交換を柱とする連携を行っています。

【オンライン開催風景】【第3回日米住宅金融円卓会議】

2021年６月、第３回日米住宅金融円卓会議では冒頭にホワイトハウス高官※から歓迎のご挨拶を

頂戴し、ジニーメイ上級副総裁代行及び機構理事長からの挨拶に続き、「政策レビュー」、「進化する住

宅金融」及び「住宅金融と気候変動」に関する発表を行いました。当日は、日米双方から50名程度の

参加があり、活発な意見交換及び知見の共有が行われました。

※Deputy Assistant to the President and Asian American and Pacific Islander (AAPI) 

Senior Liaison

HUD/ジニーメイと国交省/URが覚書を締結し開催している日米高齢者居住共同研究会に、機構も

2017年に３度参加し、日米の高齢者サービスの動向や、同サービス提供のためのファイナンスについて議

論しました。

ジニーメイサミットには過去４度参加し、直近は2019年６月にジニーメイの関係機関等約800人を集

めたジニーメイサミット2019に参加しました。ジニーメイからの要請に基づき、機構理事はパネルに登壇し、

日本の投資家動向等について講演しました。また、同サミットにおいて、機構への感謝の意を表し、HUD

長官が記念撮影に応じました。

【日米高齢者居住共同研究会・ジニーメイサミット】 【ジニーメイサミット2019】
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ジニーメイとの連携 ー 第3回日米住宅金融円卓会議

2021年６月、第3回日米住宅金融円卓会議はオンラインで開催され、以下の内容で発表及び質疑応答が行われました。

日本側からは、機構の役職員に加えて、国土交通省、在米日本大使館の職員も会議に参加しました。

時刻 内容

7:00-7:15
歓迎のご挨拶 Deputy Assistant to the President and Asian American and Pacific 
Islander (AAPI) Senior Liaison
開会のご挨拶（両機関）

セッション１ 政策レビュー

7:15-7:40 「パンデミック後の政策評価と市場の回復」 副総裁 ジニーメイ

7:40-8:05 「コロナ禍の現状及び機構の役割」 国際・調査部長 住宅金融支援機構

セッション２ 進化する住宅金融

8:05-8:30 「日本におけるグリーン住宅金融市場の創設」 市場資金部長 住宅金融支援機構

8:30-8:55 「ジニーメイのe-MBSプラットフォームと革新」 副総裁代行 ジニーメイ

セッション３ 住宅金融と気候変動

8:55-9:20 「高齢化社会及び被災地域への支援」 国際業務担当部長 住宅金融支援機構

9:20-9:45 「住宅金融と持続可能な環境」 国際市場部長 ジニーメイ

9:45-10:00 閉会のご挨拶 （両機関）



セッション１ 政策レビュー 「パンデミック後の政策評価と市場の回復」概要

１. パンデミックの影響
• 282千件（2020年3月第2週）だった新規失業保険申請件数は、2020年3月第3週に急増し、4月第1週には600万件
台（季節調整値）となりました。2021年4月第1週は、769千件となっています。

• ADP雇用レポートによれば、2020年4月時点において、サービス業単体で約16百万人が雇用を失いました。内訳は、
観光/宿泊事業が約8.6百万人、貿易/運輸/公共事業が3.4百万人となっています。

２. ジニーメイMBSへの影響
• 債務者支援を行うことで手元流動性資金が不足したサービサー（ジニーメイMBS元利金の支払い者）にジニーメイか
ら資金を貸与できるPTAP（Pass-Through Assistance Program）による貸付を実施しましたが、少額に留まりました。

３. 政府等による支援
• ゼロ金利政策、財務証券・MBSの購入、レポの導入、銀行への信用供与枠の提供等 【FED】
• 給付金の支給、州政府等への財政支援等 【財務省】
• 既存の住宅ローンに関する支払い軽減措置、期間延長措置等の提供 【金融消費者保護局、
連邦住宅局、退役軍人局、地方住宅サービス等】

• 賃借人の強制退去の禁止（Eviction Moratorium） 【立法措置】
• PTAPによるサービサーの手元流動性支援 【ジニーメイ】

ジニーメイとの連携 ー 第3回日米住宅金融円卓会議

2020年3月 2020年6月 2020年9月 2020年12月 2021年3月

延滞率 6.14% 11.72% 11.19% 10.27% 8.35%

PTAP貸与残高 USD0.8百万 USD4.0百万 USD4.8百万 USD0.9百万 USD0.9百万

金融・経済安定
のための施策

債務者救済の
ための施策

住宅ローン二次市場安定化策
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セッション２ 進化する住宅金融 「ジニーメイのe-MBSプラットフォームと革新」概要

１.デジタル化推進のための研究所設立
• 2019年にジニーメイは、デジタル化推進を全社的に取り組むために同研究所を設立しました。
• デジタル化した取組は、事後検証およびレポーティングを行い、ジニーメイ内外の関係者（職員、外部情報ベンダー
等）の参加を促すことにより、最新技術の導入によるデジタル化を積極推進する機関という評価を得ることも目的とし
ています。

２. 機械学習の導入
• ジニーメイが取得する住宅ローンの取引データ/資産データを補助元帳データベース（Subledger Database）に取り
入れた後、当該データベースのデータを元に財務諸表を作成するための総勘定元帳（General Ledger）において仕
訳を行っています。

• 補助元帳データベースに機械学習を取り入れたことにより、異例取引を検知することが可能となり、人間の介在する
修正手続きを排除し、事務負荷を低減することが可能になりました。

３. 完全デジタル化されたジニーメイMBS（e-MBS）の発行
• 2021年1月、ジニーメイにとって最初となるe-MBSを発行しました。e-MBS発行まで、調査及び開発に約2.5年の期間
を要しました。

• 発表者の説明によれば、発行体（オリジネーター兼当初サービサー）の信認を得るためのシステム構築が鍵だったと
のことでした。

４. 債権データシステムの再構築等
• ジニーメイにおけるデジタル化対応の遅れは、住宅ローンのサービシング権利の価格にまで波及しています。サービ
シング・データの拡充は不可避と評されていて、ジニーメイMBSの住宅ローン債権プールのデータを発行体「債権
プール別」から発行体「個別債権別」に細分化することを発表しました。

• 発行体、ジーニーメイ、投資家がタイムリーに参照できる債権データベースを構築することを計画しています。

ジニーメイとの連携 ー 第3回日米住宅金融円卓会議
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セッション３ 住宅金融と気候変動 「住宅金融と持続可能な環境」概要

１. ESGへの取組－環境
• 2017年のハリケーン被害（推定で2,680億米ドル）を契機に、
ジニーメイは、「災害対応及び救済ダッシュボード（The 

Disaster Response and Relief Dashboard）」の開発を行い
ました。

• 当該開発により、災害を受けた地域の住宅ローンプールの
損害額を推計し、どの発行体兼サービサーに被害が集中し
ているか検知することが可能となりました。

２. ESGへの取組－社会
• ジニーメイは、低中所得者を対象とする住宅ローンを担保に
発行されるMBSの保証業務を行っています。連邦政府の明
示的な保証を付したジニーメイMBS発行による資金調達は、
民間企業である発行体による低金利調達を可能にし、低中
所得者の住宅ローンの可用性を高め、低中所得者による住
宅取得を可能にしています。

３. ESGへの取組－ガバナンス
• ジニーメイは、1968年に米国連邦議会によって設立され、米国連邦政府の明示的保証を受けたMBSプログラムを運
営する唯一の連邦政府機関として事業を継続しています。

ジニーメイとの連携 ー 第3回日米住宅金融円卓会議

ジニーメイ
MBS

FHA保証

ジニーメイ
MBS

VA保証

ファニーメイ、
フレディー
マック

・・・ ・・・ ・・・ ・・・

2018年 51 61 65

2019年 55 65 74

2020年 59 73 89

差額は

3万米

ドルに

拡大

7

単世帯向け住宅債務者年収中央値 （単位 千米ドル）



Ⅱ 海外インフラ展開法対応等
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海外の政府系金融機関との覚書の締結

米国政府抵当金庫（ジニーメイ）をはじめとする米国・アジアを中心とした政府系金融機関との業務協力に関する覚書を締結
し、住宅金融分野における連携を深めつつ、国内外の機関の支援に努めています。 なお、2018年８月の海外インフラ展開法の
施行を踏まえ、その後の覚書締結は同法の趣旨に沿う内容とすると共に、締結済みの覚書締結先との活動も同法の趣旨に繋が
るようなものとしています。

締結日 相手機関名 業務

2014年1月9日
米国政府抵当金庫（ジニーメイ）
(GNMA : Government National Mortgage Association）

証券化

2014年2月18日
タイ王国第二次抵当公社
(SMC : Secondary Mortgage Corporation)

証券化

2016年9月5日

・ミャンマー連邦共和国建設省都市住宅開発局
(DUHD, MOC : Department of Urban and Housing Development, Ministry of 
Construction)
・ミャンマー連邦共和国建設住宅開発銀行※

(CHDB : Construction and Housing Development Bank)
※ 平成30年６月に建設住宅インフラ開発銀行（CHID Bank: Construction, Housing & 
Infrastructure Development Bank）に名称変更。以下、CHID Bank。
・日本国国土交通省住宅局

直接融資

2017年7月10日
（2018年８月13日
変更契約締結済）

インドネシア共和国第二次抵当公社
(SMF : Sarana Multigriya Finansial)

証券化

2019年３月１日
フィリピン共和国国立住宅抵当金融公社
(NHMFC：The National Home Mortgage Finance Corporation)

証券化
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締結日 相手機関名 業務

2019年５月７日
世界銀行
(The World Bank)

途上国への低
利貸付、無利

子融資等

2019年10月９日
マレーシア国立抵当公社
(Cagamas Berhad)

証券化

2019年10月11日
モンゴル住宅抵当公社
(MIK : Mongolian  Mortgage  Corporation)

証券化

2020年２月５日
カザフスタン住宅抵当公社
(KMC : Kazakhstan Mortgage Company)

証券化

2020年12月22日
キルギス国立住宅抵当公社
（キルギスSMC：State Mortgage Company of Kyrgyzstan）

証券化

海外の政府系金融機関との覚書の締結（続き）
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我が国の優れた住宅建築制度・基準、産業、技術を新興国等において展開・普及することにより、対象国の住宅建築水準の
向上を図るとともに、我が国の住宅建築産業の継続的成長に繋げることが求められている。
このため、新興国等への事業展開に関するフィージビリティスタディ等を行う者への支援を通じ、我が国事業者の海外展開に広く

資する事業環境の整備を推進することを目的とする。

＜事業区分：①～⑤の事業区分ごとに補助金交付候補者を選定＞
① 新興国等へ我が国の住宅・建築産業を総合的に展開するための事業環境整備に関する以下の対象事業
② 新興国等へ我が国の建築物の耐震性能向上等に係る技術を展開するための事業環境整備に関する以下の対象事業
③ 新興国等へ我が国の住宅・建築産業における省エネルギー技術を展開するための事業環境整備に関する以下の対象事業
④ 新興国等へ我が国の住宅地開発等に係る事業を展開するための事業環境整備に関する以下の対象事業
⑤ 新興国等へ我が国の住宅金融制度等を普及するための以下の対象事業

＜補助金の交付対象：(ⅰ)、(ⅱ)の事業＞
(ⅰ) 対象国への事業展開に関するフィージビリティスタディ（事業化調査）等

※ 調査対象は次のａ及びｂとし、調査結果を我が国の住宅建築分野の企業等に広く共有すること。
ａ．土地・建築制度（権利関係、住宅金融、住宅供給・管理・増改築、住宅地開発等）、法規制、許認可、資格制度

（設計者・監理者等）、ガイドライン、条例等の運用状況
ｂ．我が国企業が対象国で事業を展開するに当たっての課題抽出

(ⅱ) 対象国政府職員等を対象とする技術見学会、制度研修会、セミナー、ワークショップ等の企画・開催

(1) 事業目的

(2) 事業内容

※ 「令和3 年度 住宅市場整備推進事業 住宅建築技術国際展開支援事業（うち事業環境整備に関する事業）を行う事業者の募集についての公示」より
抜粋して作成。

国交省補助事業 住宅建築技術国際展開支援事業（うち事業環境整備に関する事業）
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＜研修＞
１ 概要

住宅金融支援機構が覚書を締結している新興国の住宅ローンの政府関係機関に対して住宅金融に関するオンライン研修
を実施。（当初、招聘研修を予定していたが、新型コロナウィルス感染拡大によりオンライン研修に変更して実施）

２ 対象
機構と覚書を締結している新興国等（マレーシア、モンゴル、カザフスタン、ミャンマー）の外国政府関係機関等の職員

３ 時期
2020年11月19日（木）：マレーシア、11月25日（水）：モンゴル、11月26日（木）：カザフスタン

12月17日（木）：ミャンマー

＜基礎調査＞
１ 概要

新興国における住宅金融及び住宅市場等に関する必要な情報収集・課題整理を実施。
２ 基礎調査対象国

タイ
３ 調査内容

住宅市場、住宅建築関係情報、住宅金融の現状、住宅金融に関する規制、課題等

○ 令和２年度に国交省住宅局の補助事業「住宅建築技術国際展開支援事業」に応募・採択され、研修及び基礎調査の

事業を実施。

令和２年度 住宅建築技術国際展開支援事業（うち事業環境整備に関する事業）
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日程
時間

（日本時間）
内容 講師等

マレーシア国立抵当
公社

11月19日
（木）

開始：10:20
終了：13:00

（時差：1H）

○「機構業務の概要」講義
○「住宅品質の向上」講義
○「審査業務」講義
○「機構のグリーンボンド」講義
○マレーシア側プレゼンテーション
○意見交換

住宅金融支援機構
住宅金融支援機構
住宅金融支援機構
住宅金融支援機構

マレーシア国立抵当公社

モンゴル住宅抵当株
式会社

11月25日
（水）

開始：10:20
終了：13:00

（時差：1H）

○「機構業務の概要」講義
○「住宅品質の向上」講義
○「審査業務」講義
○「機構のグリーンボンド」講義
○モンゴル側プレゼンテーション

○意見交換

住宅金融支援機構
住宅金融支援機構
住宅金融支援機構
住宅金融支援機構

Mongolian Sustainable 
Finance Association

カザフスタン住宅抵
当公社

11月26日
（木）

開始：12:20
終了：15:00

（時差：3H）

○「機構業務の概要」講義
○「住宅品質の向上」講義
○「審査業務」講義
○「機構のグリーンボンド」講義
○カザフスタン側プレゼンテーション
○意見交換

住宅金融支援機構
住宅金融支援 機構
住宅金融支援機構
住宅金融支援機構

カザフスタン住宅抵当公社

ミャンマー建設住宅
インフラ開発銀行

12月17日
（木）

開始：11:50
終了：14:30

（時差：2.5H）

○「機構業務の概要」講義
○「住宅品質の向上」講義
○「審査業務」講義
○「新型コロナウィルス感染拡大に対する取組」講義
○ミャンマー側プレゼンテーション

○意見交換

住宅金融支援機構
住宅金融支援機構
住宅金融支援機構
住宅金融支援機構

ミャンマー建設住宅インフ
ラ開発銀行

研修プログラム（令和２年度）
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＜研修案＞
１ 概要

新興国の直接融資を行っている政府関係機関に対して住宅金融に関する研修を実施予定。（オンライン研修を予定）
２ 対象

フィリピン、タイ、インドネシアの直接融資の政府関係機関等の職員
３ 時期

2021年11月予定

＜基礎調査案＞
１ 概要

新興国における住宅金融及び住宅市場等に関する必要な情報収集・課題整理を実施。
２ 基礎調査対象国

フィリピン
３ 調査内容

住宅市場、住宅建築関係情報、住宅金融の現状、住宅金融に関する規制、課題等。

○ 令和３年度においても国交省住宅局の補助事業「住宅建築技術国際展開支援事業」に応募・採択され、研修及び基

礎調査の事業を実施予定。

令和３年度 住宅建築技術国際展開支援事業（うち事業環境整備に関する事業）



時期 対象国等 セミナー 相手方

2020年12月 アジア開発銀行（ＡＤＢ）
「Affordable Housing Financing and 
Delivery in Japan」というテーマで講演を行い、
住宅取得能力について討論を行った。

アジア開発銀行（ＡＤＢ）主催の
国際会議参加者

2021年３月

ベトナム
日本の住宅金融市場、省エネルギーを含む住宅
金融による質の向上についての説明を行った。
（先方の要望に対応）

ベトナム建築研究所、国家銀行、
ベトナム農業農村開発銀行等

2021年７月

2021年６月 ロシア
日本の住宅金融市場、機構の取組等についての
説明を行った。
（先方の要望に対応）

ロシア政府機関DOM.RF
（Housing and Urban Development

Corporation；住宅都市開発公社）

前述した覚書を締結した機関以外からも、機構の有する知見を求めて実務研修の要請等があり、実施しています。

15

その他の要請等に基づく実務研修の実施



※その他参加している国際会議の主催団体の例

・IUHF(International Union for Housing Finance:国際住宅金融連合)

・The World Bank(世界銀行)

・ECBC(European Covered Bond Council：欧州カバードボンド協議会)

・APUHF(Asia Pacific Union For Housing Finance：アジア太平洋住宅金融連合)

・ADBI(Asian Development Bank Institute：アジア開発銀行研究所)

・ASIFMA(Asia Securities Industry & Financial Markets Association：アジア証券業協会)

・ISMMA(International Secondary Mortgage Market Association: 国際証券化機関連合）

住宅金融に関連する世界やアジアの業界団体等の国際会議において、国際的な住宅金融市場動向等について情報収集す

ると同時に、機構が持つ知見を提供することで国際的なプレゼンスを高めてきました。

国際会議等における機構の発表に接し、日本から学ぶことが多いと考えた途上国から住宅金融市場・証券化市場の発展につ

いて二国間での覚書締結の申し出があり、ひいては将来的な我が国事業者の海外社会資本事業への参入の素地を作ることなど

が期待されます。

ASMMA（Asian Secondary Mortgage Market Association: アジア証券化機関連合）の年次総会等における機構

の証券化支援事業への取組に関するプレゼンテーションに関心を持ったインドネシア共和国SMF（第二次抵当公社：PT 

Sarana Multigriya Finansial (Persero))が、自国の証券化市場の発展等のために更なる知見を得たいとの要請があり、業

務協力に関する覚書の締結に至りました。

【取組事例】
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国際会議等における情報収集と情報発信




